（参考例）運　転　者　指　導　要　領
第１条（総則）旅客自動車運送事業運輸規則第３６条第２項、同第４０条第１項の規定により、当事業所において実施する運転者の指導監督は、この要領の定めるところによる。

第２条（目的）この要領は新たに選任した運転者並びに現任運転者の指導監督を徹底することにより、旅客並びに公衆に対する接遇を改善し、運行の安全を確保して、当事業所事業の健全な発達を図ることを目的とする。

第３条（組織構成）この要領に基づく指導監督は、次の組織により構成するものとする。

　　（１）指導主任者　　　１名

　　　　　指導主任補助者　必要が生じた場合に必要数

　　　　　教育実施者　　　必要数

　　（２）指導主任者、指導主任補助者は、当事業所の従業員の中から、代表者がこれを選任し、教育実施者は適任と認める者を指導主任者において選任するものとする。

第４条（指導担当者の任務）指導担当者は、次に定める任務に従い指導監督の徹底を図るものとする。

（1） 指導主任者は、この要領の定めるところに従い、指導主任補助者及び教育実施者を指揮し、指導監督に関する事項一切を総括し、これの処理にあたる。

（2） 指導主任補助者は、指導主任者を補佐し、所管営業所内の指導監督にあたる。

（3） 教育実施者は、指導主任者又は指導主任補助者の指示に従い指導教育の実施にあたる。
第５条（実施計画の樹立）指導主任者は、あらかじめ実施計画を立てなければならないものとする。ただし、重点事項を指示し、指導主任補助者をして実施計画を立てさせることができる。この場合、指導主任補助者は、その計画について指導主任者の承認を受けることをようするものとする。

　　２　指導主任者は、実施計画を立てた場合は、速やかにこの旨指導主任補助者及び教育実施者に指示し、指導教育の完全実施に努めるものとする。

　　３　指導主任者は、前項の計画にかかわらず必要と認めた場合は、そのつど臨時に実施計画を立てることができるものとする。

第６条（乗務員の指導）指導主任者は、運転手に対し輸送の安全と旅客の利便確保のため誠実にその職務を遂行するよう絶えず指導監督するものとする。指導する場合は、国土交通大臣が告示で定めた「旅客自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して指導及び監督の指針」（平成１３．１２．３付け国土交通省告示第１６７６号）に従い実施するものとする。

　　２　死者又は負傷者が生じた事故を引き起こした者、運転者として新たに雇い入れた者及び高齢（６５歳）に達した者については、前項の国土交通大臣が告示で定めた指針に基づき、特別な指導を行い、かつ、国土交通大臣が認定する適性診断を受けさせるものとする。
　　　　　なお、特別な指導の内容及び時間については、別表のとおりとする。

　　　　（ここでいう負傷者とは、自動車損害賠償保障法施行令第５条第２号（入院１４日以上、医師の治療期間が３０日以上の傷害等）、第３号（入院１４日以上の傷害等）又は第４号（医師の治療期間が１１日以上の傷害等）をいう。）

第７条（現任乗務員に対する指導）現任運転者に対する指導教育は、次により原則として各営業所ごとに実施するものとする。

　　　　ただし、必要に応じ本店で実施することができるものとする。

（1） 実施方法及び期間並びに内容

（2） 実施に当たっては出欠を確認し、欠席者に対しては、指名教育の方法をとり、教育もれのないようにする。


[image: image1.emf]内　　　　容 方　　法 期　　間

地理、道路事情、交通規制の状況

苦情例による接遇面の実務教育

事故例による事故原因の分析並びに防止対策 集合教育

事故警報に指示された対策

各種運動の趣旨の徹底

時宜に応じた接遇面及び事故防止面の重点事項 点呼教育 毎点呼時

事故歴に応じた事故防止

集合教育に欠席した者への補習

現場における接遇面の指導 現場指導 毎日

指名教育 必要時

月１回以上

１回１時間以上

（３）乗車拒否その他の行為により、直接対象となった運転者については、指導主任

者又は指導主任補助者において直接個人面接により接遇及び事故防止についての再指導を行う。
第８条（新任運転者に対する指導）新たに選任した運転者に対する指導教育は、次に掲げる教育内容についての所定の単位以上の教育を本店において実施するものとする。

[image: image2.emf]指導区分ごとの日数 指　導　の　内　容

・道路運送法関係法令に関する基本的な知識の習得

（１）旅客及び公衆に ・タクシー事業の旅客接遇に関する基本的な心得の習得

　　　対する応接関係 ・営業区域、適正な運賃・料金の収受、運賃メーター等に

[２日]　　関する知識及び旅客に対する説明能力の習得

・車いす使用者などに対するパリアフリー対応の旅客接遇

　　の習得

・営業区域内の主要施設の名称：位置、幹線道路の名称・

（２）地理 　　区間などの基本的な地理知識の習得

・旅客を運送する頻度が高い区間における一般的な最短

[２～３日]　　経路及び渋滞時の迂回経路の習得

・右折禁止箇所、駐停車禁止箇所、一方通行道路などの

　　主な交通規制の習得

・主要なターミナル、集客施設における入構及び待機の

　　方法の習得

・旅客自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に

（３）保安関係 　　対して行う指導及び監督の指針（平成１３年１２月３日

[３日]　　国土交通省告示第１６７６号）に示す教育内容の習得

・国土交通大臣が指定した運転手として新たに雇い

　　いれられた者を対象とする適性診断の受診

・路上故障発生時における危険回避及び応急的対応の

　　習得

（４）同乗指導 ・指導員同乗による実務の習得（（１）から（３）に関する

[２～３日]　　総合的かつ実務的な指導）


第9条 前条の指導教育に当たっては、指導主任者は次の諸点に留意し指導成果の高揚に努めるものとする。
（1） 指導教育機関は、１０日間とし１日の勤務時間は休憩時間を含み概ね８時間、教育時間は１単位２時間とし、概ね３単位を基準として実施する。

（2） 上記（１）にかかわらず、指導教育期間の１日の勤務時間を、６時間以上８時間未満とすることができるものとし、指導教育機関の有無は労働基準法に定めるところによる。

（3） 指導実施にあたっては、指導を受ける者の経歴等を勘案し、十分かつ適切な指導教育を行って各人各単位の教育成果を確認し、必要と認めるものに対しては、さらに特別教育を実施する。

（4） 指導員の同乗による実務教育は、前条教育内容第１号から第３号までの教育を終了し、その成果を確認してから実施する。

第１０条（教育資料の作成、教育成果の確認）指導教育にあたっては、単に口頭説明のみに終わることなく臨時教育資料を作成配布して、常にその成果の確認を行うものとする。

第１１条（指導記録簿の整備保存）この要領に基づく指導監督にあっては、様式第１号の指導記録簿を備付け、所要事項を記録し、１年間保存しなければならないものとする。

第１２条（実施細目）この要領に基づく指導監督について特に必要と認めるときは、別に実施細目を定めることができるものとする。
附則

　　　　この要領は　　　　年　　月　　日から実施するものとする。
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		内　　　　容 ウチカタチ		方　　法 カタホウ		期　　間 キアイダ

		地理、道路事情、交通規制の状況 チリドウロジジョウコウツウキセイジョウキョウ				月１回以上　　　　１回１時間以上 ツキカイイジョウカイジカンイジョウ

		苦情例による接遇面の実務教育 クジョウレイセツグウメンジツムキョウイク

		事故例による事故原因の分析並びに防止対策 ジコレイジコゲンインブンセキナラボウシタイサク		集合教育 シュウゴウキョウイク

		事故警報に指示された対策 ジコケイホウシジタイサク

		各種運動の趣旨の徹底 カクシュウンドウシュシテッテイ

		時宜に応じた接遇面及び事故防止面の重点事項 ジギオウセツグウメンオヨジコボウシメンジュウテンジコウ		点呼教育 テンコキョウイク		毎点呼時 マイテンコジ

		事故歴に応じた事故防止 ジコレキオウジコボウシ		指名教育 シメイキョウイク		必要時 ヒツヨウジ

		集合教育に欠席した者への補習 シュウゴウキョウイクケッセキモノホシュウ

		現場における接遇面の指導 ゲンバセツグウメンシドウ		現場指導 ゲンバシドウ		毎日 マイニチ
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		指導区分ごとの日数 シドウクブンニッスウ		指　導　の　内　容 ユビシルベナイカタチ

				・道路運送法関係法令に関する基本的な知識の習得 ドウロウンソウホウカンケイホウレイカンキホンテキチシキシュウトク

		（１）旅客及び公衆に リョキャクオヨコウシュウ		・タクシー事業の旅客接遇に関する基本的な心得の習得 ジギョウリョキャクセツグウカンキホンテキココロエシュウトク

		　　　対する応接関係 タイオウセツカンケイ		・営業区域、適正な運賃・料金の収受、運賃メーター等に エイギョウクイキテキセイウンチンリョウキンシュウジュウンチンナド

		[２日] ニチ		　　関する知識及び旅客に対する説明能力の習得 カンチシキオヨリョキャクタイセツメイノウリョクシュウトク

				・車いす使用者などに対するパリアフリー対応の旅客接遇 クルマシヨウシャタイタイオウリョキャクセツグウ

				　　の習得 シュウトク

				・営業区域内の主要施設の名称：位置、幹線道路の名称・ エイギョウクイキナイシュヨウシセツメイショウイチカンセンドウロメイショウ

		（２）地理 チリ		　　区間などの基本的な地理知識の習得 クカンキホンテキチリチシキシュウトク

				・旅客を運送する頻度が高い区間における一般的な最短 リョキャクウンソウヒンドタカクカンイッパンテキサイタン

		[２～３日] ニチ		　　経路及び渋滞時の迂回経路の習得 ケイロオヨジュウタイジウカイケイロシュウトク

				・右折禁止箇所、駐停車禁止箇所、一方通行道路などの ウセツキンシカショチュウテイシャキンシカショイッポウツウコウドウロ

				　　主な交通規制の習得 オモコウツウキセイシュウトク

				・主要なターミナル、集客施設における入構及び待機の シュヨウシュウキャクシセツニュウカマエオヨタイキ

				　　方法の習得 ホウホウシュウトク

				・旅客自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に リョキャクジドウシャウンソウジギョウシャジギョウヨウジドウシャウンテンシャ

		（３）保安関係 ホアンカンケイ		　　対して行う指導及び監督の指針（平成１３年１２月３日 タイオコナシドウオヨカントクシシンヘイセイネンガツニチ

		[３日] ニチ		　　国土交通省告示第１６７６号）に示す教育内容の習得 コクドコウツウショウコクジダイゴウシメキョウイクナイヨウシュウトク

				・国土交通大臣が指定した運転手として新たに雇い コクドコウツウダイジンシテイウンテンシュアラヤト

				　　いれられた者を対象とする適性診断の受診 モノタイショウテキセイシンダンジュシン

				・路上故障発生時における危険回避及び応急的対応の ロジョウコショウハッセイジキケンカイヒオヨオウキュウテキタイオウ

				　　習得 シュウトク

		（４）同乗指導 ドウジョウシドウ		・指導員同乗による実務の習得（（１）から（３）に関する シドウインドウジョウジツムシュウトクカン

		[２～３日] ニチ		　　総合的かつ実務的な指導） ソウゴウテキジツムテキシドウ






